
農地利用効率化等支援交付金事業実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、農地利用効率化等支援交付金事業（以下「本事業」という。）の実施

に関し、担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（令和４年３月３０日付け３

経営第２９４４号農林水産事務次官依命通知（以下「交付要綱」という。）、農地利用効

率化等支援交付金実施要綱（令和４年３月３０日付け３経営第３１５６号農林水産事務

次官依命通知。以下「実施要綱」という。）、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本

県規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県農林水産業振興補助金等交付要項（以

下「要項」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （本事業の目的） 

第２条 本事業は、人・農地プランに位置付けられた経営体等が、地域が目指すべき将来

の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、生産の効率化に取り組む等の場

合、必要な農業用機械・施設等の導入を支援することを目的とする。 

  ただし、被災農業者支援タイプにおいては、農業被害を受けた経営体等が農業経営を

維持するために必要な農業用機械・施設等の再建等を支援することを目的とする。 

 （補助対象経費等） 

第３条 補助金等の交付の対象経費、補助対象期間及び補助率は、要項別表に掲げるとお

りとする。 

 （事業実施計画の承認申請） 

第４条 要項第３条の事業実施計画書の様式は、別紙様式１号の１総括表、２個別表及び

別に定める様式とする。 

 （事業実施計画の変更） 

第５条 要項第５条第１項の事業実施変更計画書の様式は、別紙様式１号の１総括表、２

個別表及び別に定める様式を準用する。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 要項第６条第２項第１号の事業計画書の様式は、別紙様式１号の１総括表、２個

別表及び別に定める様式を準用する。 

 （補助金の変更交付申請） 

第７条 要項第８条第２項の事業変更計画書の様式は、別紙様式１号の１総括表、２個別

表及び別に定める様式を準用する。 

 （事業の補助金等交付決定前着手） 

第８条 地域の実情に応じ、事業の効果的な実施を図るため交付決定前に事業に着手する

場合は、要項第９条の規定により交付決定前承認申請書（別紙様式第２号）を提出しな

ければならない。 

  ただし、被災農業者支援タイプにおいてはこの限りではない。 

 



（事業遅延の届出） 

第９条 事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合、又は事業の遂

行が困難となった場合においては、速やかに別紙様式第３号による事業遅延届を知事に

提出し、その指示を受けなければならない。 

 （実績報告） 

第１０条 要項第１３条第２項第１号の事業実績書の様式は、別紙様式１号の１総括表、

２個別表及び別に定める様式を準用する。 

 （事業の推進） 

第１１条 事業実施主体は、本事業の目的を達成するため、関係機関との連携に努め、事

業の円滑な推進を図るものとする。 

 （財産処分の制限） 

第１２条 要項第１７条に規定する本事業により取得した財産の処分の制限期間は、減価

償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する期間とす

る。 

 （その他） 

第１３条 事業実施主体は、助成対象者が補助金の交付申請に関し虚偽の申請をしたとき

には、知事にその旨を報告するとともに、補助金の返還等の適切な措置を講じるものと

する。 

 （雑則） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 



別紙様式１号（第４の２及び３関係）

　１　総括表

農業
経営
の法
人化
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の実
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効果
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携
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５
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（注） １　記載は、２のⅠ及びⅡの個別表の地区別の記載から転記すること。

２　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１からⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。

３　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

５　「実質化された人・農地プランが作成されている」欄について、条件不利地域支援タイプにあっては「地区の要件」と読み替えること。

６　「配分基準ポイント（地区の合計ポイント）」欄については、２の配分基準項目の「地区計」欄のポイントを記載すること。

７　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。

８　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

配分基準ポイント（地区の合計ポイント） 通常

備
考

Ⅰ融資主体支援タイプ 通常

①認定農業者等への農地集積 ②農地集積割合の増加

地区
配分
基準
ポイ
ント
計

（２
）

配分基
準

ポイン
ト合計
（３）

＝
（１）

＋
（２）

集積率が80%以上 認定農業者等への農地集積率が３年度前より１割以上増加

⑥農業者
の

育成 要望調査の前月末現在

認定農
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積
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た農地
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積
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ント
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（１）
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集積率
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認定農
業者等
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農地面

積
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点

地区内
全農地
面積

加
点

事業実施前年度の４月１日現在　

集積率
地区内
全農地
面積

認定農
業者等
に集積
された
農地面

積
（ａ）

事業実施前３年度内の４月１日現在 要望調査の前月末現在

1年4月1日現在
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画と
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作業
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縮減

No
都道
府県
名

地区
名

農業
地域
類型

事業
実施
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村又
は

都道
府県
名)
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化さ
れた
人・
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ンが
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る

事業内容

Ⅰ-1 融資主体支援タイプ

Ⅰ-2 融資主体支援タイプ
のうち先進的農業経営確

立支援タイプ

Ⅱ 条件不利地域支援タイ
プ

Ⅲ 被災農業者支援タイプ

事業費

実質
化さ
れた
人・
農地
プラ
ンが
作成
され
る見
込み
であ
る

市町
村名

成果目標（単位：経営体）

項目

都道府県事業実施計画

経営
体数

事業費 国庫補助金
経営
体数

保証希望融
資額

国庫補助金

Ⅰ融資主体支援タイプ

経営体
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③単
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の縮
減
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２　個別表

Ⅰ　融資主体支援タイプ及び被災農業者支援タイプ

融資概要

整
理
番
号

区分

整
理
番
号

区分

（円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

１　記入に当たっては、助成対象者ごとに、導入する１施設等ごとに記載すること。
２　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。
３　被災農業者支援タイプの場合、「地区名」欄については、記載を要しない。
４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。
５　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。
６　各欄における「整理番号」、「区分」及び「コード」の欄の記載に当たっては、３の整理番号表に基づき番号を記載すること。
７　「成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）」欄の「単位」欄について、整理番号表⑧に例示した記載の単位を基本とする。例示に沿わない場合には、適宜単位を記載すること。
８　「成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）」欄の「導入する施設等と成果目標の項目の関連」欄については、導入する施設等が成果目標の達成にどのように関係するかを詳細に記載すること。

９　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。

10　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

11　隣接しない複数の地区を事業実施地区とする場合は、助成対象者の農地の集積・集約化に向けた計画を添付すること。

保険加入
年月

国費 融資額

都道
府

県費

本則
の課
税事
業者
は

「1」
、簡
易課
税事
業者
又は
課税
事業
者で
ない
場合
は｢2｣

成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）

その
他

市町
村費

コ
ー

ド

耐用
年数
（年
）

事業費

現状値 １年
度目

２年
度目

（活用する場合
「1」を記入）

追加的信用供与
活用希望の有無

施設等
名

経費情報 その他保険等加入情報

対象経営体負担額

自己資金

３年
度目（目
標値）No

市町
村名

地区
名

農業
地域
類型

事業
実施
主体
(市町
村又
は

都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体支援タイプ

Ⅰ-2 融資主体支援タイプの
うち先進的農業経営確立支援

タイプ

Ⅲ 被災農業者支援タイプ

整備内容

助
成
対
象
者
毎
の
整
備
内
容
の
整
理
番
号

農業者情報 導入する施設等情報

機械等名称及び能
力･規模等

規模
決定
の根
拠

地
区
毎
の
助
成
対
象
者
の
整
理
番
号

助成対
象者名
(合計
は経営
体数)

経営
形態
の別

認定農業者等
の区分

整
理
番
号

整
理
番
号

区分
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ー

ド
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状
（
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度
）

２年
度目

合　　計

　　（注）

区分

営農類型

整
理
番
号

保険会
社等の
名称

対象者区分 農業者の詳細

都道
府県
名

拡大値拡大
率

（％
）

金融機関
金融（資
金）種類

事業関連取組目標２

消費税仕入控除税額

担保
措置
の有
無

（該
当の
場合
｢1｣
を記
入）

農業
地域
類型
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ド

（第
1次
分

類）
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力

導
入
す
る
施
設
等
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連
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導
入
す
る
施
設
等
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

コ
ー

ド

拡大
又は
縮減
率

（％
）

現
状
（
年
度
）

※○台、馬力・○
条刈り、○棟○㎡
等

コ
ー

ド

整
理
番
号

区分
保証希望

融資額(円)

追加的信用
供与事業費

(千円)

現状値 １年
度目

１年
度目

２年
度目

現
状
（
年
度
）

現状値

必須目標 事業関連取組目標１

単
位

導
入
す
る
施
設
等
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

３年
度目

（目標
値）

単
位

拡大
又は
縮減
率

（％
）

３年
度目

（目標
値）

単
位



1 2 1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7 2 3 4 5 6 6 5 4 3 2 1 1 2 3 2 2 1 1 1 1 2 2 1 1 1 3 1 3 2 2 2

経営面積等入力 ポイント算出 ポイント集計

a b c d e f ａ ｂ ｃ ア ア イ ウ エ ａ ｂ ア イ a b c d e f ａ ｂ ｃ ア ア イ ウ エ オ ａ ｂ ア イ

ａ ｂ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

4
畜
産

ａ ｂ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

300
万
円
以
上

600
万
円
以
上

９
％
以
上

15
％
以
上

20
％
以
上

25
％
以
上

30
％
以
上

40
％
以
上

50
％
以
上

100
万
円
以
上

200
万
円
以
上

300
万
円
以
上

400
万
円
以
上

500
万
円
以
上

700
万
円
以
上

1,0
00
万
円
以
上

基
準
額
（
就
農
後
経
過
年
数
×
50
万
円)
以
上

基
準
額
の
10
％
増
し
以
上

基
準
額
の
20
％
増
し
以
上

基
準
額
の
30
％
増
し
以
上

基
準
額
の
40
％
増
し
以
上

a b c d e f a b c d e f a b c d e f f

30
0
万
円
以
上

60
0
万
円
以
上

９
％
以
上

15
％
以
上

20
％
以
上

25
％
以
上

30
％
以
上

40
％
以
上

50
％
以
上

10
0
万
円
以
上

20
0
万
円
以
上

30
0
万
円
以
上

40
0
万
円
以
上

50
0
万
円
以
上

70
0
万
円
以
上

1,
00
0
万
円
以
上

基
準
額
（
就
農
後
経
過
年
数
×
50
万
円
)
以
上

基
準
額
の
10
％
増
し
以
上

基
準
額
の
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％
増
し
以
上

基
準
額
の
30
％
増
し
以
上

基
準
額
の
40
％
増
し
以
上

成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）

１年
度目

①　付加価値額の拡大　　 ②経営面積の拡大

２年
度目

融資主体支援タイプの配分基準項目(別表７－１及び７－４参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

③労働時間の
短縮

10
％
以
上

20
％
以
上

50
％
以
上

経
営
体
自
ら
生
産
・
加
工
・
販
売
の
一
体
化
を
行
っ
て
い
る
又
は

⑦
女
性
の
取
組

⑧
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携

④経営管理の高度化
⑤新規就

農

⑥農業
者の育

成

農
作
業
の
共
同
化
を
行
っ
て
い
る
又
は
行
う

GAP
認
証
を
取
得
し
て
い
る

農
業
版
事
業
継
続
計
画
（B
CP
）
を
策
定
し
て
い
る

オ

青
色
申
告
を
行
っ
て
い
る
又
は
行
う

又
は
法
人
化
す
る

現状値

事業関連取組目標２

導
入
す
る
施
設
等
と
成
果
目
標
の
項
目
の
関
連

単
位

拡大
又は
縮減
率

（％
）

機
機
構
を
活
用
し
て
い
る
、
又
は
２
ha
（
施
設
園
芸
作
10
％
、
果
樹
作
５

ａ
～
ｅ
に
該
当
し
な
い
経
営
体
で
、
面
積
拡
大
を
行
う

（ア）目標年度における付加
価値額の直近年からの増加額

現
状
（
年
度
）

新
規
就
農
者
育
成
総
合
対
策
の
交
付
を
受
け
な
い

農
業
研
修
生
を
受
け
入
れ
て
い
る

受
け
入
れ
た
農
業
研
修
生
が
、
過
去
５
年
以
内
に
研
修
を
終
了
し

新
規
就
農
者
（
認
定
就
農
者
に
限
る
）

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
８
ha
（
施
設
園
芸
作
40
％
、
果
樹
作
20

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
４
ha
（
施
設
園
芸
作
20
％
、
果
樹
作
10

機
構
を
活
用
か
し
て
お
り
、
か
つ
、
２
ha
（
施
設
園
芸
作
10
％
、
果
樹
作

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
面
積
拡
大
を
行
う
、
又
は
４
ha
（
施
設

３年
度目

（目標
値）

ア　現
状ポイ
ント

ア
現状
ポイ
ント

イ　拡大率目標ポイ
ント

ウ　増加額目標ポイント

⑪
多
様
な
人
材
の
育
成
・
確
保

⑨
農
作
業
の
共
同
化

（イ）目標年度の付
加価値額
※⑤新規就農ポイント
を取得した者に限る

関連
事業
の実
施状
況の
確認
（確
認し
た場
合は
チェ
ック
を入
れる
こ
と）

イ　拡大率目標ポイント

ウ　増加額目標ポイント

⑩他産
業との
連携

異
分
野
事
業
者
と
連
携
し
生
産
現
場
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
の
経
営
の
高
度

法
人
化
し
て
い
る

有
機
Ｊ
Ａ
Ｓ
の
認
証
を
受
け
て
い
る
又
は
認
証
を
受
け
て
い
る
面

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
又
は
化
学
農
薬
、
化
学
肥
料
の
低
減
を
行

50
歳
ま
で
に
就
農
し
た
者

農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
件
等
の
設
定
等

現状面
積

(ha)

目標面
積

(ha)

拡大面
積

(ha)

整
理
番
号
：
営
農
類
型
の
整
理
番
号
を
準
用

配分基準項目②経営面積の拡大　の分類（入力により区分を②経営面積の拡大の該当欄に表示。）

面積拡大を
行う区分

1土
地利
用

2施
設

3果
樹

4畜
産

集
計
用

拡大率
(％)

区分に応じた加点の整理表

1土地利用 2施設 3果樹

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
等
又
は
有
機
JA
S
認
証

新
規
就
農
者
（
認
定
就
農
者
に
限
る
）

又
は
法
人
化
す
る

50
歳
ま
で
に
就
農
し
た
者

新
規
就
農
者
育
成
総
合
対
策
の
交
付
を
受
け
な
い

農
業
研
修
生
を
受
け
入
れ
て
い
る

（ア）目標年度における
付加価値額の直近年から
の増加額

（イ）目標年度の
付加価値額
※⑤新規就農ポイン
トを取得した者に限
る

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
８
ha
（
施
設
園
芸
作
40
％
、
果
樹
作
20

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
４
ha
（
施
設
園
芸
作
20
％
、
果
樹
作
10

機
構
を
活
用
か
し
て
お
り
、
か
つ
、
２
ha
（
施
設
園
芸
作
10
％
、
果
樹
作

機
構
を
活
用
し
て
お
り
、
か
つ
、
面
積
拡
大
を
行
う
、
又
は
４
ha
（
施
設

20
％
以
上

50
％
以
上

法
人
化
し
て
い
る

機
機
構
を
活
用
し
て
い
る
、
又
は
２
ha
（
施
設
園
芸
作
10
％
、
果
樹
作
５

ａ
～
ｅ
に
該
当
し
な
い
経
営
体
で
、
面
積
拡
大
を
行
う

10
％
以
上

受
け
入
れ
た
農
業
研
修
生
が
、
過
去
５
年
以
内
に
研
修
を
終
了
し

経
営
体
自
ら
生
産
・
加
工
・
販
売
の
一
体
化
を
行
っ
て
い
る
又
は

異
分
野
事
業
者
と
連
携
し
生
産
現
場
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
の
経
営
の
高
度

農
作
業
の
共
同
化
を
行
っ
て
い
る
又
は
行
う

通常

地
区
平
均

対
象
者
合
計

地
区
合
計

地
区
人
数

融資主体支援タイプの配分基準項目(別表７－１及び７－４参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

①　付加価値額の拡大　　 ②経営面積の拡大
③労働時間
の短縮

④経営管理の高度化
⑤新規
就農

⑥農
業者
の育
成

⑦
女
性
の
取
組

⑧
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携

⑨
農
作
業
の
共
同
化

⑩他
産業
との
連携

⑪
多
様
な
人
材
の
育
成
・
確
保

GA
P
認
証
を
取
得
し
て
い
る

農
業
版
事
業
継
続
計
画
（
BC
P
）
を
策
定
し
て
い
る

青
色
申
告
を
行
っ
て
い
る
又
は
行
う



別紙様式１号（第４の２及び３関係）

　１　総括表

中山
間地
域に

おけ

農業
経営
の法
人化

青色
申告
の実
施

温室
効果
ガス
の削
減等

有機
ＪＡ
Ｓ認
証面
積の

拡大

生
産・
加
工・
販売

の一
体化

異分
野の
事業
者と
の連

携

新規
就農
者以
外

新規
就農
者

法人
化し
てい
る

又は
法人
化す
る

GAP
認証
を取
得し
てい

る

農業版

事業持

続計画

（BCP

）を策

定して

いる

青色申

告を

行って

いる又

は行う

環境に

配慮し

た営農

の取組

を行っ

ている

又は行

う

新規
就農
者
（認
定就

農者
に限
る）

50歳ま

でに就

農した

者

新規就

農者育

成総合

対策の

交付を

受けな

い

農業
研修
生を
受け
入れ

てい
る

受け

入れ

た農

業研

修生

が、

過去

５年

以内

に研

修を

終了

農作業

の共同

化を

行って

いる又

は行う

拡大
面積

拡大
率

２種

類以

上の

農作

業を

受託

して

いる

又は

する

法人
化し
てい
る

又は
法人
化す
る

GAP
認証
を取
得し
てい

る

農業

版事

業持

続計

画

（BCP

）を

策定

して

いる

青色

申告

を

行っ

てい

る又

は行

う

環境

に配

慮し

た営

農の

取組

を

行っ

てい

る又

は行

う

新規
就農
者
（認
定就

農者
に限
る）

50歳ま

でに就

農した

者

農業次

世代人

材投資

事業

（経営

開始

型）の

交付を

受けて

いない

農業
研修
生を
受け
入れ

てい
る

受け入れ

た農業研

修生が、

過去５年

以内に研

修を終了

して独立

し、認定

就農者又

は認定農

業者と

なった

農作

業の

共同

化を

行っ

てい

る又

は行

う

うち機構
活用（新

規集積面
積）

３
割

以
上

５
割

以
上

８
割

以
上

１
割

以
上

２
割

以
上

３
割

以
上

（人） （円） （円） （人） （円） （円） （人） （人） （人） ア イ ウ エ ア イ （ア） （イ） ア ア イ ウ エ オ ａ ｂ ア イ ア ア イ ウ エ オ ａ ｂ ha ha ％ ha ha ％ ha ha ％ ha ha ha ha ha

（注） １　記載は、２のⅠ及びⅡの個別表の地区別の記載から転記すること。

２　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１からⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。

３　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

５　「実質化された人・農地プランが作成されている」欄について、条件不利地域支援タイプにあっては「地区の要件」と読み替えること。

６　「配分基準ポイント（地区の合計ポイント）」欄については、２の配分基準項目の「地区計」欄のポイントを記載すること。

７　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。

８　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

都道府県事業実施計画

経営
体数

事業費 国庫補助金
経営
体数

保証希望融資
額

国庫補助金

スマート枠

ポイ
ント
計

配分基
準ポイ
ント平
均値
（１）

事業費 追加的信用供与事業

ア
現状
ポイ
ント

イ
拡大
率目
標ポ
イン
ト

③労
働時
間の
短縮

農業支援サービス事
業体

①農作業
受託面積
の拡大

③集
約化
等へ
の誘
導

⑦経営管理の高度化
⑨他産業と
の連携

項目

②受
託可
能な
農作
業の
種類

農業支援
サービス

事業体

Ⅰ融資主体支援タイプ

③単
位面
積当
たり
収量
の増
加

④経
営コ
スト
の縮
減

スマート
枠

左記
のう
ち
サー
ビス
事業
体

スマート枠

地区
配分
基準
ポイ
ント
計
（２
）

配分基
準

ポイン
ト合計
（３）
＝

（１）
＋

（２）

加点 加点〇年〇月〇日現在

認定農
業者等
が引き
受けき
れない

農地面
積
（ａ）

認定農
業者等
が引き
受けら
れる農

地面積
（ｂ）

ａ／ｂ

左記のうち事業実施前年度から
増加した農地集積面積に占める

機構活用割合

事業実

施要望

地区

が、

「農林

統計に

用いる

地域区

分の制

定につ

いて」

の農業

地域類

型区分

別基準

指標に

おい

て、中

山間農

③将来の農地利用の姿の
具体化

農業者、農
業委員会、
農地中間管
理機構、農
協、土地改
良区等によ
る目標地図
等の具体化
に向けた話
合いを進

め、結果を
取りまとめ
ている。

左記を踏ま
え、目標地
図を具体化
している。

集約化等の緊急性

集約枠

融資主体支援タイプにおける地区配分基準ポイント

①　付加価値額の拡大 ⑦女
性の
取組

合計

①付
加価
値額
の拡
大

⑤経
営面
積の
拡大

⑥労
働時
間の
縮減

①農
作業
受託
面積
の拡
大

No
都道
府県
名

地区
名

農業
地域
類型

事業
実施
主体
(市町
村又
は
都道
府県
名)

実質
化さ
れた
人・
農地
プラ
ンが
作成
され
てい
る

事業内容

Ⅰ-1 融資主体支援タイプ

Ⅰ-2 融資主体支援タイプ
のうち先進的農業経営確立

支援タイプ

Ⅱ 条件不利地域支援タイ
プ

Ⅲ 被災農業者支援タイプ

事業費

実質

化さ
れた
人・
農地
プラ
ンが
作成
され
る見
込み
であ
る

市町
村名

優先枠

集約
枠

経営
体数

経営
体数

成果目標（単位：経営体）

項目

⑧農
作業
の共
同化

経営体

②農
産物
の価
値向
上

⑧輸
出事
業計
画と
の連
携

②受
託可
能な
農作
業の
種類

集積率
地区内全
農地面積

認定農業
者等に集
積された
農地面積

（ａ）

事業実施前３年度内の４月１日現在 要望調査の前月末現在

1年4月1日現在

⑨農
作業
の共
同化

⑨農
作業
の共
同化

①
1ha
当た
り付
加価
値額
の拡
大

④新規就農
⑤農業者

の
育成

⑥女
性の
取組

⑦輸
出事
業計
画と
の連
携

②労
働時
間の
短縮

③経営管理の高度化

認定農業
者等に集
積された

農地面積

⑧水
田農
業高
収益
化推
進計
画と
の連
携 認定農業

者等に集
積された
農地面積

（ｂ）

増加した
農地集積

面積
（ａ－

ｂ）

ポイ
ント
計

配分基
準ポイ
ント平
均値
（１）

ポイ
ント
計

4年3月末現在 4年3月末現在

集積率

3年4月1日現在

地区内全
農地面積

認定農業
者等に集
積された

農地面積

集積率
加
点

地区内全
農地面積

加
点

事業実施前年度の４月１日現在　

配分基準ポイント（地区の合計ポイント） 通常 集約枠

備
考

Ⅰ融資主体支援タイプ 集約型農業経営優先枠 通常 集約枠

①認定農業者等への農地集積 ②農地集積割合の増加

地区
配分
基準
ポイ
ント
計
（２
）

配分基
準

ポイン
ト合計
（３）
＝

（１）
＋

（２）

地区
配分
基準
ポイ
ント
計
（２
）

配分基
準

ポイン
ト合計
（３）
＝

（１）
＋

（２）

集積率が80%以上 認定農業者等への農地集積率が３年度前より１割以上増加

②経
営面
積の
拡大

④経営管理の高度化 ⑤新規就農
⑥農業者

の
育成

ウ　増加額
目標ポイン

ト 配分基
準ポイ
ント平
均値
（１）

要望調査の前月末現在



２　個別表

Ⅰ　融資主体支援タイプ及び被災農業者支援タイプ

融資概要

a b c d e ａ ｂ

ａ ｂ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

整
理
番
号

区分

整
理
番
号

区分

（円） （円） （円） （円） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

300

万

円

以

上

600

万

円

以

上

3％

以

上

10

％

以

上

15

％

以

上

20

％

以

上

30

％

以

上

100

万

円

以

上

200

万

円

以

上

300

万

円

以

上

400

万

円

以

上

500

万

円

以

上

基

準

額

（

就

農

後

経

過

年

数

×

50

万

円)

以

上

基

準

額

の

10

％

増

し

以

上

基

準

額

の

20

％

増

し

以

上

基

準

額

の

30

％

増

し

以

上

基

準

額

の

40

％

増

し

以

上

１　記入に当たっては、助成対象者ごとに、導入する１施設等ごとに記載すること。
２　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

３　被災農業者支援タイプの場合、「地区名」欄については、記載を要しない。

４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

５　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１、Ⅰ－２及びⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。

６　各欄における「整理番号」、「区分」及び「コード」の欄の記載に当たっては、３の整理番号表に基づき番号を記載すること。

７　「成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）」欄の「単位」欄について、整理番号表⑧に例示した記載の単位を基本とする。例示に沿わない場合には、適宜単位を記載すること。

８　「成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）」欄の「導入する施設等と成果目標の項目の関連」欄については、導入する施設等が成果目標の達成にどのように関係するかを詳細に記載すること。

９　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。

10　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

11　隣接しない複数の地区を事業実施地区とする場合は、助成対象者の農地の集積・集約化に向けた計画を添付すること。

合　　計

　　（注）

現状値

区分

営農類型

①耕
種農
家

②目
標年
度に
おけ
る1
ヘク
ター
ル当
たり
の付
加価
値額
が50
万円
以上

整
理
番
号

保険会
社等の
名称

対象者区分 農業者の詳細
集約型農業優先枠

（該当する者の先頭行
に「1」を記入）

ス
マー
ト農
業優
先枠

ス
マー
ト農
業機
械等
を導
入し
よう
とす
る者

都道
府県
名

拡大値拡大
率

（％
）

金融機関
金融（資
金）種類

事業関連取組目標２

消費税仕入控除税額 （活用する場合
「1」を記入）

現
状
（
年
度
）

選択目標

導

入

す

る

施

設

等

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

コ
ー

ド

拡大
又は
縮減
率

（％
）

３年
度目

（目標
値）

単
位

拡大
又は
縮減
率

（％
）

１年
度目

導

入

す

る

施

設

等

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

導

入

す

る

施

設

等

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

単
位

拡大
又は
縮減
率

（％
）

３年
度目（目
標値）

１年
度目

２年
度目

現
状
（
年
度
）

現状値

関連

事業

の実

施状

況の

確認

（確

認し

た場

合は

チェ

ック

を入

れる

こ

と）

３年
度目

（目標
値）

単
位

融資主体支援タイプの配分基準項目(別表７－１及び７－４参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

③労働時間の

短縮

10

％

以

上

20

％

以

上

機

構

を

活

用

か

し

て

お

り

、

か

つ

、

２

ha

（

施

設

園

芸

作

10

％

、

果

樹

作

機

構

を

活

用

し

て

お

り

、

か

つ

、

面

積

拡

大

を

行

う

、

又

は

４

ha

（

施

設

（イ）目標年度の付

加価値額
※⑤新規就農ポイント

を取得した者に限る

（ア）目標年度にお

ける付加価値額の直

近年からの増加額

機

機

構

を

活

用

し

て

い

る

、

又

は

２

ha

（

施

設

園

芸

作

10

％

、

果

樹

作

５

ａ

～d

に

該

当

し

な

い

経

営

体

で

、

面

積

拡

大

を

行

う

①　付加価値額の拡大　　
②経営面積の拡

大

No
市町
村名

地区
名

農業
地域
類型

事業
実施
主体
(市
町村
又は
都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体支援タイプ

Ⅰ-2 融資主体支援タイプの

うち先進的農業経営確立支

援タイプ

Ⅲ 被災農業者支援タイプ

整備内容

助
成
対
象
者
毎
の
整
備
内
容
の
整
理
番
号

農業者情報 導入する施設等情報

ス
マ
ー
ト
農
業
機
械
等
（
該
当
す
る
場
合
は
「
１
」
を
記
入
）

機械等名称及び
能力･規模等

規模
決定
の根
拠

グ
リー
ン化
優先
枠

環境
に配
慮し
た営
農に
取り
組も
うと
する
者

地
区
毎
の
助
成
対
象
者
の
整
理
番
号

助成対
象者名
(合計
は経営
体数)

③目
標年
度に
おい
て経
営面
積が
現状
より
縮小
しな
い

経営
形態
の別

認定農業者等

の区分 左記
の①
～③
を満
た

し、
集約
型の
農業
経営
に取
り組
もう
とす
る者

整
理
番
号

農業
地域
類型
コー
ド

（第
1次
分

類）
を入
力

施設等
名

経費情報 その他保険等加入情報

対象経営体負担額

自己資金

担
保
措
置
の
有
無
（
該
当
の
場
合｢
1｣
を
記
入
）

耐
用
年
数
（
年
）

※○台、馬力・
○条刈り、○棟
○㎡等

整
理
番
号

区分
保証希望

融資額(円)

追加的信用
供与事業費

(千円)

保険加入
年月

本則
の課
税事
業者
は

「1」
、簡
易課
税事
業者
又は
課税
事業
者で
ない
場合
は｢2｣

２年
度目

国費 融資額

都道
府

県費

成果目標の設定状況（別表６－１及び６－２参照）

その
他

市町
村費

コ
ー

ド

現
状
（
年
度
）

２年
度目

コ
ー

ド

３年
度目

（目標
値）

現状値 １年
度目

事業関連取組目標１

現状値

ア
現状
ポイ
ント

イ　拡大率目標
ポイント

ウ　増加額目標ポイント

コ
ー

ド

現
状
（
年
度
）

１年
度目

２年
度目

必須目標

事業費

追加的信用供与
活用希望の有無

単
位

導

入

す

る

施

設

等

と

成

果

目

標

の

項

目

の

関

連

整
理
番
号

区分

機

構

を

活

用

し

て

お

り

、

か

つ

、

４

ha

（

施

設

園

芸

作

20

％

、

果

樹

作

10



1 2 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 5 4 3 2 1 1 2 3 2 2 1 1 1 1 2 2 1 1 1 3 1 3 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 10 5 10 15 5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 2 3 2 2 1 1 1 1 2 2 1 1 1 3 1 1 3

経営面積等入力 ポイント算出 ポイント集計

ｃ ア ア イ ウ エ ａ ｂ ａ ｂ ｃ a b c d e f g h i j ａ ｂ ｃ ア ア イ ウ エ ａ ｂ a b c d e ａ ｂ ｃ ア ア イ ウ エ オ ａ ｂ ａ ｂ ｃ a b c d e f g h i j ａ ｂ ｃ ア ア イ ウ エ オ ａ ｂ

a b c d e f g h i j a b c d e f g h i j a b c d e f g h i j a b c d e f g h i j

4
畜
産

ａ ｂ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ａ ｂ ｃ ｄ ｅ

a b c d e a b c d e a b c d e f

30

0

万

円

以

上

60

0

万

円

以

上

3

％

以

上

10

％

以

上

15

％

以

上

20

％

以

上

30

％

以

上

10

0

万

円

以

上

20

0

万

円

以

上

30

0

万

円

以

上

40

0

万

円

以

上

50

0

万

円

以

上

基

準

額

（

就

農

後

経

過

年

数

×

50

万

円

)

以

上

基

準

額

の

10

％

増

し

以

上

基

準

額

の

20

％

増

し

以

上

基

準

額

の

30

％

増

し

以

上

基

準

額

の

40

％

増

し

以

上

農

業

研

修

生

を

受

け

入

れ

て

い

る

⑧
水
田
農
業
高
収
益
化
推
進
計
画
と
の
連
携

温

室

効

果

ガ

ス

の

削

減

等

又

は

有

機

JA

S

認

証

新

規

就

農

者

（

認

定

就

農

者

に

限

る

）

農

作

業

の

共

同

化

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

通常 集約枠

地
区
平
均

地
区
平
均

対
象
者
合
計

地
区
合
計

地
区
人
数

対
象
者
合
計

地
区
合
計

地
区
人
数

スマート枠

地
区
平
均

対
象
者
合
計

地
区
合
計

地
区
人
数

⑨
農
作
業
の
共
同
化

50

歳

ま

で

に

就

農

し

た

者

新

規

就

農

者

育

成

総

合

対

策

の

交

付

を

受

け

な

い

50

歳

ま

で

に

就

農

し

た

者

新

規

就

農

者

育

成

総

合

対

策

の

交

付

を

受

け

な

い

農

業

研

修

生

を

受

け

入

れ

て

い

る

受

け

入

れ

た

農

業

研

修

生

が

、

過

去

５

年

以

内

に

研

修

を

終

了

し

受

け

入

れ

た

農

業

研

修

生

が

、

過

去

５

年

以

内

に

研

修

を

終

了

し

農

作

業

の

共

同

化

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

２

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

４

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

６

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

８

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

10

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

12

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

14

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

16

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

18

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

20

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

５

％

以

上

10

％

以

上

15

％

以

上

20

％

以

上

25

％

以

上

30

％

以

上

事

業

実

施

地

区

に

新

規

参

入

２

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

３

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

４

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

50

万

円

以

上

100

万

円

未

満

100

万

円

以

上

150

万

円

未

満

150

万

円

以

上

200

万

円

未

満

200

万

円

以

上

250

万

円

未

満

GA

P

認

証

を

取

得

し

て

い

る

法

人

化

し

て

い

る

青

色

申

告

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

農

業

版

事

業

継

続

計

画

（

BC

P

）

を

策

定

し

て

い

る

300

万

円

以

上

350

万

円

未

満

50

％

以

上

250

万

円

以

上

300

万

円

未

満

又

は

法

人

化

す

る

350

万

円

以

上

400

万

円

未

満

400

万

円

以

上

450

万

円

未

満

450

万

円

以

上

500

万

円

未

満

500

万

円

以

上

10

％

以

上

20

％

以

上

ウ　増加額目標ポイント ア　拡大する農作業受託面積 農作業受託面積の拡大率

（ア）目標年度

における付加価

値額の直近年か

らの増加額

（イ）目標年度

の付加価値額
※⑤新規就農ポイ

ントを取得した者

に限る

機

構

を

活

用

し

て

お

り

、

か

つ

、

４

ha

（

施

設

園

芸

作

20

％

、

果

樹

作

10

機

構

を

活

用

か

し

て

お

り

、

か

つ

、

２

ha

（

施

設

園

芸

作

10

％

、

果

樹

作

機

構

を

活

用

し

て

お

り

、

か

つ

、

面

積

拡

大

を

行

う

、

又

は

４

ha

（

施

設

機

機

構

を

活

用

し

て

い

る

、

又

は

２

ha

（

施

設

園

芸

作

10

％

、

果

樹

作

５

ａ

～

d

に

該

当

し

な

い

経

営

体

で

、

面

積

拡

大

を

行

う

10

％

以

上

20

％

以

上

50

％

以

上

法

人

化

し

て

い

る

GA

P

認

証

を

取

得

し

て

い

る

農

業

版

事

業

継

続

計

画

（

BC

P

）

を

策

定

し

て

い

る

青

色

申

告

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

温

室

効

果

ガ

ス

の

削

減

等

又

は

有

機

JA

S

認

証

新

規

就

農

者

（

認

定

就

農

者

に

限

る

）

又

は

法

人

化

す

る

35

％

以

上

40

％

以

上

45

％

以

上

50

％

以

上

②労働時間の

短縮

融資主体支援タイプの配分基準項目(別表７－１及び７－４参照)＜該当する項目に「1」を記入＞ 農業支援サービス事業体の配分基準項目(別表７－２参照)＜該当する項目に「1」を記入＞ 集約型農業経営優先枠の配分基準項目(別表７－３参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

①　付加価値額の拡大　　
③労働時間

の短縮
④経営管理の高度化

⑤新規
就農

⑥農
業者
の育

⑦
女
性
の
取
組

⑧
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携

⑨
農
作
業
の
共
同
化

①農作業受託面積の拡大

②受託可能

な農作業の

種類

③
集
約
化
等
へ
の
誘
導

①目標年度における1ha当たり付加価値額
②労働時間

の短縮
③経営管理の高度化

④新規就
農

⑤農
業者
の育

⑥
女
性
の
取
組

⑦
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携

ア
現状
ポイ
ント

イ　拡大率目
標ポイント

整
理
番
号
：
営
農
類
型
の
整
理
番
号
を
準
用

配分基準項目②経営面積の拡大　の分類（入力により区分を②経営面積の拡大の該当欄に表示。）

面積拡大を
行う区分

1土
地利
用

2施
設

3果
樹

4畜
産

集
計
用

拡大
率

(％)

1土地利用 2施設 3果樹

現状
面積
(ha)

目標
面積
(ha)

拡大
面積
(ha)

⑧
水
田
農
業
高
収
益
化
推
進
計
画
と
の
連
携

新

規

就

農

者

（

認

定

就

農

者

に

限

る

）

50

歳

ま

で

に

就

農

し

た

者

新

規

就

農

者

育

成

総

合

対

策

の

交

付

を

受

け

な

い

④新規就
農

農

業

研

修

生

を

受

け

入

れ

て

い

る

GAP

認

証

を

取

得

し

て

い

る

農

業

版

事

業

継

続

計

画

（B

CP

）

を

策

定

し

て

い

る

青

色

申

告

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

温

室

効

果

ガ

ス

の

削

減

又

は

化

学

農

薬

、

化

学

肥

料

の

低

減

を

行

③経営管理の高度化

オ

150

万

円

以

上

200

万

円

未

満

有

機

Ｊ

Ａ

Ｓ

の

認

証

を

受

け

て

い

る

又

は

認

証

を

受

け

て

い

る

面

農
地
中
間
管
理
機
構
か
ら
の
賃
借
件
等
の
設
定
等

⑨
農
作
業
の
共
同
化

農

作

業

の

共

同

化

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

融資主体支援タイプの配分基準項目(別表７－１及び７－４参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

⑤農
業者
の育

⑥
女
性
の
取
組

⑦
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携

①目標年度における1ha当たり付加価値額

50

万

円

以

上

100

万

円

未

満

100

万

円

以

上

150

万

円

未

満

農業支援サービス事業体の配分基準項目(別表７－２参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

①農作業受託面積の拡大
②受託可能な

農作業の種類

③
集
約
化
等
へ
の
誘
導

２

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

３

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

４

種

類

以

上

の

農

作

業

を

受

託

し

て

い

る

又

は

す

る

ア　拡大する農作業受託面積

２

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

４

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

６

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

８

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

受

け

入

れ

た

農

業

研

修

生

が

、

過

去

５

年

以

内

に

研

修

を

終

了

し

200

万

円

以

上

250

万

円

未

満

③労働時間の

短縮

450

万

円

以

上

500

万

円

未

満

500

万

円

以

上

250

万

円

以

上

300

万

円

未

満

300

万

円

以

上

350

万

円

未

満

350

万

円

以

上

400

万

円

未

満

400

万

円

以

上

450

万

円

未

満

⑨
農
作
業
の
共
同
化

20

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

20

％

以

上

10

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

12

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

14

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

16

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

25

％

以

上

新

規

就

農

者

（

認

定

就

農

者

に

限

る

）

法

人

化

し

て

い

る

有

機

Ｊ

Ａ

Ｓ

の

認

証

を

受

け

て

い

る

又

は

認

証

を

受

け

て

い

る

面

温

室

効

果

ガ

ス

の

削

減

又

は

化

学

農

薬

、

化

学

肥

料

の

低

減

を

行

10

％

以

上

18

ヘ

ク

タ

ー

ル

以

上

事

業

実

施

地

区

に

新

規

参

入

④経営管理の高度化
⑤新規就

農

⑥農
業者
の育

50

％

以

上

GAP

認

証

を

取

得

し

て

い

る

農

業

版

事

業

継

続

計

画

（B

CP

）

を

策

定

し

て

い

る

50

歳

ま

で

に

就

農

し

た

者

新

規

就

農

者

育

成

総

合

対

策

の

交

付

を

受

け

な

い

農

業

研

修

生

を

受

け

入

れ

て

い

る

受

け

入

れ

た

農

業

研

修

生

が

、

過

去

５

年

以

内

に

研

修

を

終

了

し

⑦
女
性
の
取
組

⑧
輸
出
事
業
計
画
と
の
連
携 農

作

業

の

共

同

化

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

又

は

法

人

化

す

る

②経営面積の
拡大

又

は

法

人

化

す

る

35

％

以

上

集約型農業経営優先枠の配分基準項目(別表７－３参照)＜該当する項目に「1」を記入＞

オ

青

色

申

告

を

行

っ

て

い

る

又

は

行

う

40

％

以

上

45

％

以

上

50

％

以

上

農作業受託面積の拡大率

10

％

以

上

20

％

以

上

50

％

以

上

法

人

化

し

て

い

る

30

％

以

上

15

％

以

上

５

％

以

上



別紙様式１号（第４の２及び３関係）

　１　総括表

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

（人） （円） （円）

□ □ #DIV/0!

□ □ #DIV/0!

□ □ #DIV/0!

□ □ #DIV/0!

□ □ #DIV/0!

□ □ #DIV/0!

（注） １　記載は、２のⅠ及びⅡの個別表の地区別の記載から転記すること。１　記載は、２のⅠ及びⅡの個別表の地区別の記載から転記すること。

２　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１からⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。２　「事業内容」欄の記載に当たっては、Ⅰ－１からⅢの別を記載すること。Ⅰ－２に該当するものはⅠ－１に含めないこと。

３　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。３　「市町村名」欄については、都道府県が事業実施主体となる場合においては、関係する市町村の全てを記載すること。

４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。４　「農業地域類型」欄については、複数の類型が該当する場合、該当するすべての地域類型を記載すること。

５　「実質化された人・農地プランが作成されている」欄について、条件不利地域支援タイプにあっては「地区の要件」と読み替えること。５　「実質化された人・農地プランが作成されている」欄について、条件不利地域支援タイプにあっては「地区の要件」と読み替えること。

６　「配分基準ポイント（地区の合計ポイント）」欄については、２の配分基準項目の「地区計」欄のポイントを記載すること。６　「配分基準ポイント（地区の合計ポイント）」欄については、２の配分基準項目の「地区計」欄のポイントを記載すること。

７　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。７　※印のある欄については、被災農業者支援タイプのみ記載を行う欄のため、融資主体支援タイプのみの事業を実施する場合は欄の省略を行うこと。

８　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。８　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

都道府県事業実施計画

経
営
体
数

事業費 国庫補助金

事業費

合計

No 市町村名 地区名
事業実施主体
(市町村又は
都道府県名)

実質化
された
人・農
地プラ
ンが作
成され
ている

事業費

実質化
された
人・農
地プラ
ンが作
成され
る見込
みであ
る

農業地域類型

経
営
面
積
の
拡
大

耕
作
放
棄
地
の
解
消

ポイ
ント
計

配分基準ポイント

農
業
の
６
次
産
業
化

農
産
物
の
高
付
加
価
値
化

農
業
経
営
の
複
合
化

農
業
経
営
の
法
人
化

新
規
就
農

雇
用

①経
営面
積の
拡大

②耕
作放
棄地
の解
消

③農
業の
６次
産業
化

⑦雇
用

④農
産物
の高
付加
価値
化

⑤農
業経
営の
複合
化

⑥農
業経
営の
法人
化

配分基準ポイント（地区の合計ポイント）成果目標（単位：経営体）

都道府県
名

Ⅱ条件不利地域支援タイプ Ⅱ条件不利地域支援タイプ 通常

項目



Ⅱ　条件不利地域支援タイプ

（円） （円） （円） （円） （円） （円）

除税額 うち国費

う
ち
50
歳
以
下

（人） （人） （人） （千円） （千円） （戸） （ｈａ） （千円）

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

###### ###### ###### ######

１　各欄における「整理番号」、「区分」及び「コード」の欄の記載に当たっては、３の整理番号表に基づき番号を記載すること。

２　記入に当たっては、導入する１施設等毎に記載すること。

３　「成果目標の設定状況（別表９参照）」欄の「単位」欄について、整理番号表⑧に例示した記載の単位を基本とする。例示に沿わない場合には、適宜単位を記載すること。

４　「成果目標の設定状況（別表９参照）」欄の「導入する施設等と成果目標の項目の関連」欄については、導入する施設等が成果目標の達成にどのように関係するかを詳細に記載すること。

５　本要綱第４の５により、事業内容に変更があった場合は、変更があった各欄ごとに、上段に変更前の内容を括弧書きで記載し、下段に変更後の内容を記載すること。

成果目標の設定状況（別表９参照）

現
状
（
年
度
）

現状値 １年
度目

２年
度目

３年
度目（目標

値）

導入
する
施設
等と
成果
目標
の項
目の
関連

　　（注）

単
位

拡大率
（％）

保険加
入年月

保険会
社等の
名称

事業費 国費 自己資金

コ
ー

ド

現
状
（
年
度
）

現状値 １年
度目

２年
度目

３年
度目（目標

値）

地
区
毎

の
助
成
対
象
者
の
整
理
番
号

助成対象
者名

(合計は経
営体数)

対象者区分 整備内容

整
理
番
号

区分

整
理
番
号

区分

※○台、馬力・○条刈
り、○棟○㎡等

利用目標 施設等に係る目標

利用
（稼働）

期間

利用

者数

主な

経営

類型

農家

数

耕地面

積

農業所

得
受益面積 対象

作物

稼働目標

（処理量

等）/年

間

期待される効果 適正かつ十分な利用が見込ま

れる理由

拡大率
（％）

単
位

拡大率
（％）

選択目標４

導入
する
施設
等と
成果
目標
の項
目の
関連

利用（稼

働）期間及

び利用者数

（年間）

機械利

用又は

施設運

営に係

る収入

/年間

機械利

用又は

施設運

営に係

る支出

/年間

コ
ー

ド

現
状
（
年
度
）

現状値 １年
度目

２年
度目

３年
度目（目標

値）

単
位

拡大率
（％）

導入する施設等
情報

⑥
農
業
経
営

の
法
人
化

⑦新
規就
農

⑧
雇
用

管理主体 管理運営

職員 パート
導入
する
施設
等と
成果
目標
の項
目の
関連

⑤
農
業
経
営

の
複
合
化

コ
ー

ド

現
状
（
年
度
）

現状値 １年
度目

③
農
業
の
６

次
産
業
化

④
農
産
物
の

高
付
加
価
値
化

２年
度目

３年
度目（目標

値）

単
位

選択目標３

導入
する
施設
等と
成果
目標
の項
目の
関連

コ
ー

ド

No 市町村名 地区名

農業者情報

都道府県
名

施設等の利用計画

助
成
対
象

者
毎
の
整
備
内
容
の
整
理
番
号

機械等名称及び能力･
規模等

規模決定の根拠

消費税仕入控除税額

担保
措置
の有
無
（該

当の
場合
｢１｣
を記
入）

耐用
年数
（年
）

都道府
県費 市町村費 その他

選択目標１ 選択目標２

①
経
営
面
積

の
拡
大

②
耕
作
放
棄

地
の
解
消

保険等加入情報 経費情報 その他
条件不利地域支援タイプの配分基準項目（別

表10参照）＜該当する項目に「1」を記入＞



（別紙様式第２号）（要領第８条関係） 

第    号  

令和  年  月  日  

 

 

 熊本県知事 蒲 島 郁 夫 様 

 

 

○○市町村長  ○ ○ ○ ○     

 

 

令和  年度農地利用効率化等支援交付金事業補助金に係る交付決定前着工 

承認申請書 

 

 令和  年度標記事業について、下記条件を了承の上、交付金交付決定前に着工し

たいので熊本県農林水産業振興補助金等交付要項第９条の規定により承認されたく申

請します。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失

を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

２ 交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合にお

いても、異議がないこと。 

３ 当該事業については、着工から交付金交付決定を受けるまでの期間内においては、

計画変更は行わないこと。 



（別紙様式第３号）（要領第９条関係） 

 

第      号  

令和  年   月   日  

 

  熊本県知事 ○ ○ ○ ○ 様  

 

                  

○○市町村長  ○ ○ ○ ○  印 

 

 

令和  年度農地利用効率化等支援交付金事業遅延届 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定の通知のあった事業の遅延につい

て、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．事業実施主体名  

 

２．事業内容 

 

３．進捗状況 

 

４．遅延理由 

 

５．遅延に対して講じた措置 

 

６．その他 

 


